
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度 事 業 報 告 書

壁定韮宣型菫 血塗△=_」Ш 皿堕_旦TATE lШ旦ユ」生幽 El△II上工 」LIШ IA,JAPAN

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)
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従事者
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益
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対象者
人数

事業費
(千円)

文化振興
ミュージックプロジェク
ト 通年 770

人権擁護
MR.FRANK EMEKA
の医療支援

LINUS´ヽ
令和 1年

3月 ～ 8

月

5,858
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事業費
(千円)



書式第 14号 (法第 28条関係)

平成31年度 活動計算書 (その他事業があ.る場合)
事 業 報 告 用

STATE UNITED ASSOCIAT10N OF ‖lGER:A,

熟 53■ ]囲

7,

L

154

科目 合計

受取寄附金
施設等受入評価益

ミュージックプロジェクト事業収益
事業収益
事業収益

受取利息

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
事業に係る支払手数料

福利厚生費

費
費
品
却
用
償
金

務
価
付

事
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消耗品費
水道光熱費
支払手数料
賃借料
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677,

過年度損益修正益

災害損失

法人祝、任民祝及ひ争栗祝  ・・・⑤
前期饉裁T底財産婚  ・・・∩



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成31年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法りヽ. ANAMBRA STATE UNITED ASSOCiAT:ON OF  N!GERIA, JAPAN

22284822,284,892現金預金
未収金
棚卸資産

鋼 事‐・ ・ ・ ① 選置:理轟ι892 22.2週口Li

敷金

長期貸付金

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

【A】 資 産 合 計 ①+② 2212841892

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 22,284,892 221284,892

目虚憂面□F~~丁丁¬T~~~~~T~~~~~~~~~~~~~丁
~丁~~~~~[

22.234.892

-1】 1目i 僣  の  日[

ED■ ■■̀ヨト]籠  ・ ・ ・ (3)

「

色 僣 合 計  ・ ・・
“

)

[合 計 ③ +④ ]

産  の  部|-2】 正 味 財

法 財 麗 合 計 ,,_,■ 4_■0, ,,_,■ 4_■ロ



平成31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法′へ、  ANAMBRA STATE UNITED ASSOC:AT10N OF  NIGER:A, JAPAN

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引当金の計上基準
・ 退職給付引当金
該当なし

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
税込

2.事 業別損益の状況

科 目
文化振興
事業

支援活動
事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

154,000

27 7,685,277

154,000

2,594,000
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154.000

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
消耗品費
水道光熱費
賃借料
事務用品費
寄付金
支払手数料
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の接分方法

７

〓

（Ｘ
）

内容 期首残高
ヨ
〓 期増加額

湿
〓 期末残高 備 考

合計

科 目 期首取得価額 取響 減少 期末取得価
‘
員 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 目 期首残高 当期 4 入 当期返済 期末残高

合計

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取弓|

科 目

計算書類に

計上された
金額

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

平成31年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 A‖AmRA STATE U‖ lTED ASSOCIAT10‖ OF ‖IGERl丸 JAPAN

e) 題 ′l、 計

:】 ■ 産 の 3

未収金
○○事業未収金
▲▲事業未収金

22,284,892 22,284,892 22,284,

現金預金
手元現金

普通預金

棚卸資産
販売用寄附物品

車両運搬具
事業用車両

○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

|        |

1~~~~ 1

1   1什器備品
パソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
○○市事業所

【メ

【A】 資 産 合 計 ①+②

-1】 ■ 僣 の 3

未払金
○月分給与
○月分社会保険料

預り金
源泉徴収税

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

【l

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 22,284,892





書式第 4号 (法第 10条 0第 28条関係)
設立 0事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非

氏   名

オコンコ・ウチェンナ 0
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》

ヌワンコ Bo C.
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ジェーン・アロイシウ
ス・アマエチ

10

イベー・エメカ・オーガ
スティン

11

12


